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第一部 【企業情報】 
  
第１ 【企業の概況】 
  

１ 【主要な経営指標等の推移】 

 提出会社の状況 

回次 第３期 第４期 第５期 第６期 第７期 

決算年月 平成14年９月 平成15年９月 平成16年９月 平成17年９月 平成18年９月 

売上高 (千円) 44,861 226,442 592,132 1,461,346 3,131,552

経常利益又は経常損失
（△） 

(千円) △14,262 △11,247 4,470 93,970 226,218

当期純利益又は当期純損
失（△） 

(千円) △14,442 △22,859 3,699 89,914 134,741

持分法を適用した場合の
投資利益 

(千円) ― ― ― ― ―

資本金 (千円) 50,000 90,000 198,000 233,000 923,000

発行済株式総数 (株) 1,000 1,800 11,520 13,520 16,020

純資産額 (千円) △8,492 8,647 120,346 280,261 1,795,003

総資産額 (千円) 36,850 73,080 259,575 600,904 3,023,527

１株当たり純資産額 (円) △8,492.57 4,804.27 10,446.78 20,729.42 112,047.68

１株当たり配当額 
(内、１株当たり中間配当
額) 

(円) 
―
(―)

―
(―)

―
(―)

― 
(―) 

―
(―)

１株当たり当期純利益又
は１株当たり当期純損失
（△） 

(円) △14,442.89 △19,672.74 506.33 7,158.25 9,905.90

潜在株式調整後１株当た
り当期純利益 

(円) ― ― ― ― 9,009.46

自己資本比率 (％) △23.0 11.8 46.4 46.6 59.4

自己資本利益率 (％) ― ― 5.7 44.9 13.0

株価収益率 (倍) ― ― ― ― 64.1

配当性向 (％) ― ― ― ― ―

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) ― ― 22,825 128,866 324,286

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) ― ― △58,160 △44,168 △155,535

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) ― ― 94,000 70,000 1,373,523

現金及び現金同等物の期
末残高 

(千円) ― ― 80,164 234,861 1,777,136

従業員数 
〔外、平均臨時雇用者
数〕 

(人) 
5

〔2〕
11

〔4〕
28

〔1〕
49 

〔7〕 
85

〔5〕



（注）１．当社は、連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移については記載しており

ません。 

２. 第５期、第６期及び第７期の売上高には、消費税等は含まれておりませんが、第３期、第４期のみ免税事業者となったた

め、消費税等が含まれております。 

３．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社を有していないため、記載しておりません。 

４．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、第３期及び第４期は潜在株式が存在しないため、また、第５期及び第

６期は新株予約権の残高はありますが、当社株式は非上場・非登録であり、期中平均株価が把握できないため記載してお

りません。 

５. 第３期及び第４期の自己資本利益率については、当期純損失が計上されたため記載しておりません。 

６．株価収益率については、当社株式は第６期まで非上場・非登録であるため記載しておりません。 

７．当社は、第３期から第４期まではキャッシュ・フロー計算書を作成しておりませんので、当該期のキャッシュ・フローに

係る指標については、記載しておりません。 

８．第５期及び第６期の財務諸表については、証券取引法第193条の２の規定に基づき、中央青山監査法人の監査を受け、第７

期の財務諸表についてはみすず監査法人の監査を受けておりますが、第３期及び第４期の財務諸表については、当該監査

を受けておりません。 

なお、中央青山監査法人は、平成18年９月１日付をもって、名称をみすず監査法人に変更しております。 

９．第４期から１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益金額の算定に当たっては「１株当たり当期純利益に関する会計

基準」（企業会計基準委員会平成14年９月25日 企業会計基準第２号）及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の

適用指針」（企業会計基準委員会平成14年９月25日 企業会計基準適用指針第４号）を適用しております。 

10．従業員数欄の〔外書〕は、臨時従業員の年間平均雇用人員であります。 



２ 【沿革】 

  

年月 事項 

平成11年11月 東京都新宿区西新宿において、資本金1,000万円で株式会社インタースペースを設立 

平成13年３月 アフィリエイトサービス「アクセストレード」の運営を開始 

平成15年３月 ポイントバックサポートシステムリリース 

平成15年５月 東京都新宿区新宿に移転 

平成15年11月 価格比較サイト「ベストプライス」の運営を開始 

平成16年７月 「アクセストレード」ECサイト向け商品リンク機能の提供開始 

平成16年９月 東京都新宿区西新宿に移転 

平成16年12月 「アクセストレード」モバイルサービス、「ベストプライス」ポイント還元サービスを開始 

平成18年９月 東京証券取引所マザーズ市場に上場 



３ 【事業の内容】 

 当社は、インターネット上で事業展開をしている企業向けに、インターネットを活用したプロモーションについて、下記のサービ

スを提供しております。 

  

（１）アフィリエイトサービス運営 

 当社が運営する「アクセストレード」で提供しているアフィリエイトプログラムとは、成果報酬型広告とも言われ、インターネッ

ト上で商品の販売及び各種サービスの提供を行っている企業が広告主（以下、「マーチャント」という。）として、インターネット

上で販売促進や広告宣伝活動等をする時に、成果に応じて広告掲載料を決定する仕組みのビジネスです。 

 具体的には、マーチャントが、自社のサービスに適した掲載媒体（以下、「パートナーサイト」という。）を持つウェブサイト運

営者（以下、パートナーという。）と提携し、その提携サイト画面に広告を掲載します。それを見たインターネットユーザーより商

品の購入や会員登録の申込み等があった場合、パートナーに対して、マーチャントが報酬を支払うという費用対効果の高いマーケテ

ィングシステムです。マーチャントが支払う成果報酬単価は、マーチャントとパートナー間で取り決められます。 

 当社は、アフィリエイトサービスプロバイダー（以下、「アフィリエイトサービス」という。）と呼ばれ、マーチャントがアフィ

リエイトプログラムを導入する際に、必要なシステムの提供や広告を掲載するパートナーサイトの募集、パートナーサイトへの成果

報酬の支払い等を行っております。また、当社ではアフィリエイトサービスの単なる提供だけではなく、マーチャント１社に対し運

営上のコンサルタントが必ず担当し、マーチャントに適した有力パートナーの紹介やマーチャントの成果を上げるための成果報酬単

価等に関するコンサルティングを行っております。 

「アクセストレード」の収益モデルはマーチャントからの初期導入費用及び毎月のシステム利用料の他、成果に応じて発生する成

果報酬であります。 

ＰＣ版である「アクセストレード」のサービス提供は平成13年３月から開始しておりますが、ＰＣ版での経験と実績を踏まえ、平

成16年12月からモバイル版の「アクセストレード」のサービスを開始いたしました。平成18年９月現在、「アクセストレード」の稼

動マーチャント数は約1,450件、登録パートナーサイト数は約55,000件、「アクセストレードモバイル」の稼動マーチャント数は約

250件、登録パートナーサイト数は約3,700件であります。 

  

（２）価格比較サイト運営 

 当社が運営する価格比較サイト「ベストプライス」は、インターネット上のショッピングサイトの中から消費者が欲しい商品を選

択し、その価格を比較することができるウェブサイトです。また、各種サービスの比較も検討することが可能です。 

 「ベストプライス」では、ソフトウェア技術により、インターネット上のショッピングサイトの情報を入手し、加工した上で掲載

します。ユーザーは、「ベストプライス」で自分が欲しい商品の条件を入力すると該当商品が表示され、さらにその中でショップご

との価格比較を行うことが可能です。 

 「ベストプライス」は、当社のパートナーサイトの１社でもあり、収益モデルは、アフィリエイトの通常のパートナーサイトと同

様、ユーザーが購入した商品の金額やサービスの申込み等に応じた手数料を収入として得るものであります。また、マーチャントに

対し、「ベストプライス」への広告枠の販売業務も行い、広告手数料を得ております。平成18年９月現在、「ベストプライス」の会

員登録数は約26万件であります。 

  



当社の事業の系統図は、次のとおりであります。 

  

 
  

（注）１．当社は、マーチャントとの直接取引の他に、代理店を経由してサービスを提供する場合もあります。 

   ２．「ベストプライス」は、１パートナーサイトでもあります。商品・サービスの購入・申込みを行ったイ 

     ンターネットユーザーに対し、ポイントの発行をしており、インターネットユーザーはポイントを一定 

     数貯めると現金に交換できます。 

   ３.当社は、マーチャントに対し、「ベストプライス」への広告掲載の営業活動も行っております。 

  

 ①当社は、マーチャントに対する与信審査を経て、サービス開始に際し、マーチャント契約を締結します。契約 

  条件によっては、預り保証金を受領する場合もあります。 

 ②当社サービスへの申込みがあったパートナーサイトに対する審査を経て、パートナー契約を締結します。 

 ③マーチャントは、当社サービスに広告原稿・リンク登録を行います。 

 ④パートナーからの広告掲載申込みに対し、マーチャントが広告掲載を承諾した場合、当社から広告が配信され、 

  パートナーサイトに掲載されます。 

 ⑤当社は、マーチャントに対し、成果報酬及び成果報酬に係るコミッションの支払い請求を月額システム使用料 

  （契約時は初期設定料も含む）とともに行います。 

 ⑥マーチャントは、当社が請求した成果報酬等を支払います。 

 ⑦当社は、パートナーに対し、成果報酬を支払います。 

 ⑧当社は、マーチャントに対し、「ベストプライス」への広告枠の販売を行います。 

 ⑨マーチャントは、「ベストプライス」に広告を掲載し、当社に広告料を支払います。 



４ 【関係会社の状況】 

 該当事項はありません。 

  

  

５ 【従業員の状況】 

（１）提出会社の状況 

平成18年９月30日現在 

（注）１．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は当事業年度の平均人員を〔外書〕で記載しております。 

   ２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

   ３．当事業年度において従業員数が36名増加しておりますが、業容拡大に伴う採用増によるものであります。 

  

（２）労働組合の状況 

 労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  

従業員数(人) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円) 

85 

〔5〕 
30.0 1.1 4,429



第２ 【事業の状況】 
  

１ 【業績等の概要】 

（１）業績 

 当事業年度におけるわが国の経済は、企業業績及び家計についても好転の方向へと向かっており、緩やかな景気回復の基調にある

といえます。しかし原油価格の動向などの不透明な要因もなお存在しており今だ楽観視できない状況となっております。 

 このような経済状況の中、当社の事業領域であるインターネット広告市場及び消費者向けＥコマースのマーケットは順調に拡大を

遂げております。 

 こうした背景のもと当社は積極的な事業展開を行いました。主力事業のアフィリエイトサービスの運営に関しましては、人員の確

保、新規開拓から契約後のフォローまでをより効率的に行えるようにするための組織再編などを実施いたしました。 

 これらの事業展開がアフィリエイトサービス運営事業、価格比較サイト運営事業両サービス内容の充実と認知度の向上に貢献し、

アフィリエイトサービス運営事業（モバイル含む）の売上高は3,047,306千円（前期比115.4％増）、価格比較サイト運営事業の売上

高は84,246千円（前期比81.3％増）となりました。 

 この結果、当事業年度の売上高は3,131,552千円（前期比114.3％増）となり、経常利益226,218千円（前期比140.7％増）、当期純

利益134,741千円（前期比49.9％増）となりました。 

  



（２）キャッシュ・フローの状況 

 当事業年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、1,777,136千円と前事業年度末に比べ1,542,274千円

（656.7％）増加となりました。各キャッシュ・フローの状況とその要因は次のとおりであります。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動によるキャッシュ・フローは、主に売上の増加に伴い税引前当期純利益を223,968千円計上したことに加え、仕入債務の増

加240,992千円等による資金獲得があった一方、売上債権の増加230,887千円等による資金支出があった事により324,286千円と前期に

比べ195,420千円（151.6％）増加となりました。 

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動によるキャッシュ・フローは主に、有形固定資産の取得56,311千円と無形固定資産の取得43,770千円、増床にともなう保

証金47,953千円の支出により155,535千円と前期に比べ111,366千円（252.1％）増加となりました。 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動によるキャッシュ・フローは株式の発行による収入1,373,523千円を計上した事により1,373,523千円と前期に比べ

1,303,523千円（1,862.2％）増加しております。 

  

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

（１）生産実績 

 当社は生産活動は行っておりませんので、該当事項はありません。 

  

（２）受注実績 

 当社では受注生産は行っておりませんので、該当事項はありません。 

  

（３）販売実績 

 当事業年度における販売実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

  

（注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

   ２．最近２事業年度の主要販売先及び当該販売実績に対する割合は次のとおりであります。 

  

事業部門 

前事業年度 
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日) 

当事業年度

(自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日) 

比較増減 

金額 構成比（％） 金額 構成比（％） 金額 構成比（％） 

アフィリエイトサービス運営 

（千円） 1,414,886 96.8 3,047,306 97.3 1,632,419 97.7

価格比較サイト運営 

（千円） 46,460 3.2 84,246 2.7 37,786 2.3 

合計 
1,461,346 100.0 3,131,552 100.0 1,670,206 100.0

相手先 

前事業年度 

 （自 平成16年10月１日 

  至 平成17年９月30日） 

当事業年度 

 （自 平成17年10月１日 

  至 平成18年９月30日） 

販売高 

(千円) 
割合(％) 

販売高 

(千円) 
割合(％) 

株式会社オプト 179,615 12.3 300,821 9.6



３ 【対処すべき課題】 

 当社では下記の事項を対処すべき課題として認識しております。 

  

（１）サービスブランドの確立 

 当社の運営するアフィリエイトサービス及び価格比較サイトという事業におきましては、その市場成長性より、いずれも新規参入

が相次いでおります。そのような中、より一層の競争力を確保していくためには当社サービス「アクセストレード」及び「ベストプ

ライス」両サービスのブランド力を向上させ、それをより多くのユーザーの方に認識して頂く必要があると考えております。そのた

め当社では新規サービスの導入や顧客への提案能力の向上などにより同業他社との差別化を行い、当社のサービスの認知に努めてま

いります。 

  

（２）システムの向上 

 「アクセストレード」におきましては現在急速にそのトラフィックが増大しておりますが、その増大したトラフィックに対応しつ

つ安定的に運用する事が非常に重要な課題であると認識をしております。そのために必要なハードウェア及びソフトウェアへの投資

は計画的に随時行ってまいります。 

 また今後アフィリエイトの浸透とともにアフィリエイトサービス会社のシステムに対する要求は一層高まってくると思われます。

当社は今後更にマーチャント及びパートナーにとって使いやすい機能や新規サービスの提供ができるようシステムの開発に努めてま

いります。 

  

（３）コンサルティング能力の強化 

 当社は単なるアフィリエイトのシステム提供会社としてだけではなく、コンサルティング能力も持った高付加価値アフィリエイト

サービスを目指しております。そのためにはシステムに蓄積されたデータを使った分析及び提案ができる能力が不可欠となってまい

ります。当社といたしましてはこれに対応できるようなシステムの開発とともに社内でのデータ分析スキルの向上及びノウハウの共

有を行い、コンサルティング能力の開発に努めてまいります。 

  

（４）営業力の強化 

 現在アフィリエイト業界は成長期にあり、多くの企業が新たに自社のビジネスにおいてアフィリエイトを活用しようとしておりま

す。そのような中、当社といたしましては、いち早く有力なマーチャント及びパートナーを発掘するための営業力の強化が非常に重

要であると認識をしております。当社では研修やOJTにより営業人員個々のスキルの向上を図るとともに社内の情報共有システムの構

築及びその効果的な運用により営業の効率化を進めてまいります。 

  

（５）人材の確保及び育成 

 当社が営んでおりますアフィリエイトサービス及び価格比較サイト運営事業は、いずれも営業、コンサルティング、システム開発

業務等におきましてそれぞれノウハウの蓄積とともに、クライアントへの提案を行っていく上で要求される能力が高まってきており

ます。そのような中、当社としましては、優秀な人材の確保をすべく新規採用に注力するとともに新入社員及び既存社員の能力を高

める研修を積極的に行ってまいります。 

  

（６）情報セキュリティーの強化 

 当社のコンピューターシステムは、外部からの不正アクセスを防止するため、ファイヤーウォールや情報送信時の暗号化等のセキ

ュリティー手段を講じております。しかしながら今後も安心して当社サービスを利用して頂くため、セキュリティーには更に十分に

注意を払い、システムの安全性を強化してまいります。 

  



４ 【事業等のリスク】 

 以下において、当社の事業展開上のリスク要因となる可能性があると考えられる主な事項を記載しております。また、必ずしも事

業上のリスクに該当しない事項についても、投資家の投資判断上、重要であると考えられる事項については、投資家に対する情報開

示の観点から積極的に開示しております。なお、当社は、これらのリスク発生の可能性を認識した上で、発生の回避及び発生した場

合の対応に努める方針でありますが、本株式に関する投資判断は、以下の記載事項及び本項以外の記載事項を、慎重に検討した上で

行われる必要があると考えております。また、以下の記載は本株式への投資に関連するすべてのリスクを網羅するものではありませ

んので、ご留意ください。 

 なお、下記の記載における将来に関する事項は、当事業年度末時点において、当社が想定される範囲内で記載したものであり、全

てのリスク要因が網羅されているわけではありません。 

  

１．当社の事業について 

  

（１）特定事業への依存について 

 第７期（平成18年９月期）においては、アフィリエイトサービスを行っているアクセストレード事業の売上が、当社売上高の97％

を占めております。今後も、高品質で効率の良いサービスを提供することで、さらなる売上の拡大を図っていく所存でありますが、

事業環境の激変、競合の激化等により、アクセストレード事業の成長に何らかの問題が生じた場合、当社の業績に重大な影響を及ぼ

す可能性があります。 

  

（２）代理店への依存について 

 アフィリエイトサービス「アクセストレード」における代理店経由の売上は、約50％であります。今後も、代理店との良好な関係

を続けてまいりますが、何らかの代理店の都合や当社のサービスが陳腐化し、他社との競争力が低下すること等により、代理店との

取引が大きく減少するような場合は、当社の業績に重要な影響を及ぼす可能性があります。 

  

（３）システムの安定性について 

 当社が行っているアフィリエイトサービス「アクセストレード」及び価格比較サイト運営の「ベストプライス」は、いずれもイン

ターネットを通じて提供されているものであり、システムの安定的な稼動が、当社の業務遂行上、必要不可欠な事項となっておりま

す。そのため当社では常時ネットワークを監視し、日常的な保守管理も行っております。また継続的な設備投資により、システム障

害を未然に防ぐ体制も整えております。 

 しかしながら、アクセスの急増、ソフトウェアの不備、コンピューターウィルスや人的な破壊行為、自然災害等、当社の想定して

いない事象の発生により、当社のシステムに障害が発生した場合、当社の業績に重要な影響を及ぼす可能性があります。 

  

（４）参加審査・監視体制について 

 当社が行っているアフィリエイトサービス「アクセストレード」においては、自社のサービスとマッチしたパートナーサイトと提

携して広告を掲載する形式が取られるため、パートナーサイトの品質維持も非常に重要となります。 

 そこで当社では、マーチャントに提携を申し込んできたパートナーサイトを事前に確認して頂くだけではなく、パートナーサイト

になる前の段階で公序良俗に反し、法律に抵触する恐れのある場合には登録を拒否し、登録後においても、会員規約の遵守状況や実

際のサイトの状況を定期的にモニターすることにより、パートナーサイトの品質維持に努めております。しかし、パートナーサイト

において会員規約に違反した行為が行われた結果、マーチャントからクレームを受ける等により、当社の信用が失墜した場合、当社

の業績に重要な影響を及ぼす可能性があります。 

  

（５）サイト内の書き込みについて 

 価格比較サイトの「ベストプライス」には、サイト閲覧者が商品やショップ等の評価等を書き込み、または、閲覧することができ

る掲示板を提供しております。この掲示板には、商品及びショップ等に対する好意的な内容や改良点を指摘した内容が書き込まれて

います。なお、書き込まれた内容については、責任を負わない旨等の内容が記載された規約を承諾の上利用して頂いており、誹謗中

傷等の記載を発見した場合は、速やかに該当箇所を削除するように努力しております。 

 しかし、サイト閲覧者の誹謗中傷等の内容が記載された書き込みを発見できなかった場合や、発見が遅れた場合は、マーチャント

の当社サイトに対する信用力が低下し、マーチャント数が減少すること等により、当社の業績に重要な影響を及ぼす可能性がありま

す。 



（６）収集した商品情報について 

 価格比較サイト「ベストプライス」の商品価格やサービス等の情報は、ソフトウェア技術により、インターネット上に存在するサ

イトから自動的に文字情報等の収集及びデータベース化が行われております。当該システムは、情報収集先の誤って掲載された価格

等情報を収集し、これに基づきサイトを更新する可能性があります。こうした誤った情報の掲載により、ユーザーからクレームが多

く発生し、マーチャントの当社サイトに対する信用が著しく損なわれた場合は、業績に重要な影響を及ぼす可能性があります。 

  

（７）競合について 

当社が行っているアフィリエイトサービスは、近年急速に認知度が高まり、新規参入も含め、今後より競争が激化する可能性があ

ります。 

 当社においては、平成13年３月から事業運営している経験とノウハウの蓄積に加え、マーチャントやパートナーに対する成果報酬

の設定単価等のコンサルティングを行うことにより、マーチャント及びパートナーとの関係強化を図っております。また、システム

の改善に関する両者の要望についても、自社内にシステム開発部門を保有していることから早期に対応を図る等、競争力の維持向上

に努めておりますが、競合他社に対する当社の優位性が確立できる保証はなく、競合の結果、当社の業績に重要な影響を及ぼす可能

性があります。 

  

（８）サービスの陳腐化について 

 インターネット関連の技術や動向、ビジネスモデルは非常に変化が激しく、インターネットに関連した事業の運営者は、その変化

に素早く、柔軟に対応する必要があります。 

 当社においても、人材の教育、優秀な人材の採用等により、変化に対応し、かつ顧客ニーズに応えられるような体制の強化によ

り、既存サービスの強化と新サービスの導入を図るよう努めております。しかし、新しい技術やビジネスモデルの出現に適時に対応

できない場合、当社サービスが陳腐化し当社の業績に重要な影響を及ぼす可能性があります。 

  

（９）知的財産権について 

 当社の主力事業であるアフィリエイトサービスに関する技術やビジネスモデルについて、現時点において、当社では特許権を取得

しておりません。なお、アフィリエイトを応用した一部の機能について特許を取得している企業はありますが、当社のシステムとは

異なるものと考えております。しかしながら特許の内容により、当社のシステムに対する訴訟等が発生した場合は、当社の業績に重

要な影響を及ぼす可能性があります。 

  

（10）個人情報の管理について 

 当社はサービス提供に当たり、パートナーの個人情報を入手しており、「個人情報の保護に関する法律」が定める個人情報取扱事

業者としての義務が課せられております。 

 当社においては、当該義務を遵守すべく、個人情報や取引データの取扱いに際し細心の注意を払い、ネットワークの管理、独自の

プライバシー・ポリシーの制定・遵守、内部監査によるチェック等により、個人情報保護に関し十分な体制構築が行われていると考

えております。しかし、不測の事態により、個人情報が外部に流出した場合には、当社に対する損害賠償の請求や信用力の失墜によ

り、当社の業績に重要な影響を及ぼす可能性があります。 



２．現在の事業環境について 

（１）インターネット広告業界について 

 平成17年の日本の総広告費は、株式会社電通の調査によると59,625億円、前年比1.8％増と、２年連続前年実績を上回っておりま

す。さらに、インターネット広告は、平成17年で2,808億円、前年比54.8％増と拡大傾向が続いております。 

 インターネット広告に対する有効性の評価が高まっており、今後もインターネット上での広告は一定の地位を保つものと考えてお

りますが、広告市場は景気に敏感であり、景況の急激な変化が広告費全体、あるいはインターネット広告に及ぶ場合、当社の業績に

影響が及ぶ可能性があります。 

 また、アフィリエイト広告業界は矢野経済研究所調査によると平成17年度は314億円（前年比77.2％増）と大きく伸びております

が、当社が提供している成果報酬型のアフィリエイトプログラム以外にも様々なインターネット広告手法があり、手法間の競争激化

等によりアフィリエイト業界の成長が鈍化した場合、当社の業績に重要な影響を及ぼす可能性があります。 

  

（２）事業にかかわる法的規制 

 当社がかかわっておりますインターネット広告事業につきましては、現在、直接法的規制は受けておりません。 

 しかしインターネット広告業界のさらなる社会的認知度の向上とともに、これを規制する諸法令が制定された場合、当社の事業展

開に重要な影響を及ぼす可能性があります。 

  

３．組織体制について 

（１）特定人物への依存について 

 当社の代表取締役社長である河端伸一郎は、当社設立以来代表取締役社長であり、経営戦略の構築やその実行に際して、重要な役

割を担っております。当社においては、特定の人物に依存しない体制を構築すべく人材の強化を図っておりますが、何らかの理由に

より当社における業務遂行が困難になった場合、当社の事業継続に重要な影響を及ぼす可能性があります。 

  

（２）組織が少人数編成であることについて 

 当社は平成18年９月30日現在、取締役５名、監査役２名、従業員85名と少人数による組織編成となっております。今後も体制強化

を図るべく、人材採用を積極的に進めてまいりますが、計画どおりに人材が採用できない場合、あるいは人材が流出する場合には、

業容拡大に支障が生じ、今後の事業展開に大きな影響を及ぼす可能性があります。 

  

４.業績の推移について 

 当社は、平成11年11月に設立後、平成13年３月に現在の主力事業であるアフィリエイトサービス「アクセストレード」を開始した

社歴の浅い会社であります。「アクセストレード」サービス開始後、売上は順調に増加しておりますが、第４期までは当期純損失を

計上しており、未処理損失については第６期に解消いたしました。 

 今後につきましては、更なる事業拡大を推進してまいりますが、アフィリエイトサービスは、近年急速に拡大しているサービスで

あり、過年度の経営成績が今後の当社の経営成績等を判断する材料としては、不十分である可能性があります。 

 当社の最近５事業年度の主要な業績の推移は、次のとおりであります。 

  

（注） 第５期及び第６期の財務諸表については、証券取引法第193条の２の規定に基づき、中央青山監査法人 

    の監査を受け、第７期の財務諸表についてはみすず監査法人の監査を受けておりますが、第３期及び 

    第４期の財務諸表については、当該監査を受けておりません。 

回次 第３期 第４期 第５期 第６期 第７期 

決算年月 平成14年９月 平成15年９月 平成16年９月 平成17年９月 平成18年９月 

売上高 (千円) 44,861 226,442 592,132 1,461,346 3,131,552 

経常利益（△は損失) (千円) △14,262 △11,247 4,470 93,970 226,218 

当期純利益（△は損失) (千円) △14,442 △22,859 3,699 89,914 134,741 

純資産額 (千円) △8,492 8,647 120,346 280,261 1,795,003 



５．その他 

（１）ストック・オプションの行使による株式の希薄化について 

 平成18年９月30日現在におけるストック・オプションである新株予約権の潜在株式数は合計1,695株であり、発行済株式総数及び新

株予約権による潜在株式数の合計の9.6%を占めております。これらの新株予約権の行使が行われた場合には、当社の１株当たりの株

式価値は希薄化する可能性があります。また、今後も優秀な人材の確保のために、同様のインセンティブプランを継続して実施して

いくことを検討しております。従いまして、今後も付与される新株予約権の行使が行われた場合には、当社の１株当たりの株式価値

は希薄化する可能性があります。 

  

（２）調達資金の使途について 

 当社は平成18年９月18日の公募増資による資金調達の使途として、アフィリエイトプログラムのセキュリティ強化及び機能追加等

のシステム投資及び開発、今後の取引規模の拡大に伴う設備の増強、優秀な人材の採用、人員の増加に伴う事務所移転資金等、ブラ

ンド強化等の広告宣伝費、運転資金及び将来の事業準備資金等を予定しております。 

 しかし当社を取り巻く外部環境の変化に伴い、当該調達資金が上記の対象以外に振り向けられる可能性があります。また、急激な

状況等の変化により、上記の資金が期待どおりの成果を挙げられない可能性もあります。 

  

（３）配当政策について 

 当社は、創業以来、財務体質の強化並びに将来の事業展開に備えるため、配当可能利益を全額内部留保とし、配当を実施しており

ません。株主に対する利益還元については、第４「提出会社の状況」の３「配当政策」にも記載のとおり、経営の最重要事項の一つ

として位置付けており、当面は、内部留保の充実に注力する方針ですが、事業規模や収益が安定成長段階に入ったと判断された時点

で、経営成績、財務状況を勘案しながら、中間配当及び配当による株主への利益還元に努める所存であります。 

  

  



５ 【経営上の重要な契約等】 

 該当事項はありません。 

  

  

６ 【研究開発活動】 

 該当事項はありません。 

  

  



７ 【財政状態及び経営成績の分析】 

 当社は子会社を有しておりませんので、財政状態及び経営成績の分析は当社の財務諸表に基づいて分析した内容であります。当社

の財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に準拠して作成されており、作成にあたり必要と思われる

会計上の見積もりについては、合理的な基準に基づいて実施しております。 

 なお、本項に記載した将来に関する事項は、有価証券報告書提出日（平成18年12月25日）現在において当社が判断したものであり

ます。 

  

（１）財政状態の分析 

 ① 資産 

 当事業年度末における資産合計は、3,023,527千円（前期末は600,904千円）であり、前事業年度末に比し、2,422,622千円増加いた

しました。 

 流動資産の残高は、2,815,790千円（前期末は514,165千円）であり、前事業年度末に比し、2,301,624千円増加いたしました。主な

要因は、現金及び預金の増加（前期末比1,542,274千円の増加）と売掛金の増加（前期末比230,438千円の増加）であります。 

 現金及び預金につきましては、設備投資等で投資活動によるキャッシュ・フローが155,535千円の支出となったものの、営業活動の

結果得られた資金が324,286千円であった他、財務活動により1,373,523千円の資金を得たためであります。売掛金につきましては、

売上高の増加によるものであります。 

 固定資産の残高は、207,736千円（前期末は86,738千円）であり、前事業年度末に比し、120,997千円増加いたしました。主な要因

は、器具備品の増加（前期末比34,783千円の増加）であり、減価償却費21,527千円を計上したものの、業務拡大に伴うパソコン、サ

ーバーの増強等により56,311千円増加したためであります。 

  

 ② 負債 

 当事業年度末における負債合計は、1,228,523千円（前期末は320,643千円）であり、前事業年度末に比し、907,880千円増加いたし

ました。 

 流動負債の残高は、1,215,613千円（前期末は310,303千円）であり、前事業年度末に比し、905,310千円増加いたしました。主な要

因は、事業拡大に伴い買掛金が240,992千円増加、翌期受渡のコマーシャルペーパー約定を主要因とし未払金が、512,554千円増加し

たほか、未払法人税等が89,999千円増加したためであります。 

 固定負債の残高は、12,910千円（前期末は10,340千円）であり、前事業年度末に比し、2,570千円増加いたしましたが、これは預り

保証金の増加であります。 

  

 ③ 純資産 

 当事業年度末における純資産合計は、1,795,003千円（前期末資本合計は280,261千円）であり、前事業年度末に比し、1,514,741千

円増加いたしました。これは当期純利益を134,741千円計上したほか、公募増資により1,380,000千円の資金調達を行ったためであり

ます。 



  

（２）経営成績の分析 

 当事業年度は、主力事業の成果報酬型広告であるアフィリエイトサービス「アクセストレード」の認知度の高まりに伴い売上高が

順調に増加いたしました。 

 この結果、売上高は3,131,552千円（前期比114.3％増）、経常利益は226,218千円（前期比140.7％増）、当期純利益は134,741千円

（前期比49.9％増）となりました。 

① 売上高 

 売上高は3,131,552千円（前期比114.3％増）であり、順調に増加いたしました。 

 これは、成果報酬型広告であるアフィリエイトサービスを運営するアクセストレード事業の売上が3,047,306千円（前期比115.4％

増）と増加したことに加え、拡大するＥコマース運営企業の取り込みを狙い、また会社全体の利益率を向上させるという観点から開

始した自社運営のオンラインショッピングの価格比較サイト（ベストプライス事業）も収益獲得に寄与し、当該事業の売上が84,246

千円（前期比81.3％増）計上されたことによるものであります。 

  

 ② 売上原価、売上総利益 

 売上原価は2,397,771千円（前期比117.2％増）であり、この結果、売上総利益は733,781千円（前期比105.2％増）となりました。 

 先行投資としての人員増強を行った結果、原価率が75.5％から76.6％に上昇しております。 

  

 ③ 販売費及び一般管理費 

 販売費及び一般管理費は486,909千円（前期比84.9％増）となりました。主な増加要因は、システム開発だけではなく営業部門、管

理部門で人員の増強を図ったため、給与手当185,323千円（前期比85.4％増）を計上する等、人件費が増加したほか、積極的な広告宣

伝を図り、広告宣伝費51,573千円（前期比53.6％増）を計上したためであります。 

  

 ④ 営業外損益 

 営業外収益は424千円（前期比300.4％増）、営業外費用は21,078千円（前期比4,979.0％増）です。営業外費用は株式交付費6,476

千円（前期比1,460.7%増）及び上場準備費用14,601千円であります。 

  

 ⑤ 特別損益 

 特別損失は固定資産除却損2,249千円を計上、特別利益は計上しておりません。 

  

（３）キャッシュ・フローの分析 

 第２ 事業の状況 １ 業績等の概要をご参照下さい。 

  



第３ 【設備の状況】 
  

１ 【設備投資等の概要】 

 当事業年度の設備投資額の総額は97,168千円であり、その主なものはパソコン・サーバーの購入56,311千円、ソフトウェア制作購

入40,856千円であります。 

  

  

２ 【主要な設備の状況】 

平成18年９月30日現在 

  （注）１．上記金額には消費税等は含まれておりません。 

     ２．帳簿価額には、ソフトウェア仮勘定の金額を含んでおりません。 

       建物は賃借物件であり、当事業年度における本社事務所の賃借料は33,890千円であります。 

     ３．現在休止中の設備はありません。 

  

  

３ 【設備の新設、除却等の計画】 

（１）重要な設備の新設等 

平成18年９月30日現在 

（注）上記金額には消費税等は含まれておりません。 

  

（２）重要な設備の除却等 

 該当事項はございません。 

  

事業所名 

(所在地) 
設備の内容 

帳簿価額(千円) 従業員数 

(人) 建物 器具備品 ソフトウェア 合計 

本社 

(東京都新宿区) 

本社機能及び 

基幹システム 
57 72,536 50,993 123,587 85

事業所名 所在地 設備の内容 

投資予定額 
資金調達

方法 
着手年月 

完了予定 

年月 

完成後の 

増加能力 総額 

(千円) 

既支払額 

(千円) 

本社 
東京都 

新宿区 

アクセストレードシステム開発

及びネットワーク設備の増強 
24,912 ―

自己 

資金 

平成 

18年10月 

平成 

19年９月 
― 



第４ 【提出会社の状況】 
  

１ 【株式等の状況】 

（１）【株式の総数等】 

 ① 【株式の総数】 

  

 ② 【発行済株式】 

（注） 「提出日現在発行数」欄には、平成18年12月１日からこの有価証券報告書提出日までの新株予約権の行使 

    により発行された株式数は含まれておりません。 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 50,000

計 50,000

種類 

事業年度末 

現在発行数（株） 

（平成18年９月30日） 

提出日現在 

発行数（株） 

（平成18年12月25日） 

上場証券取引所名 

又は登録証券業協会名 

内容 

普通株式 16,020 16,107 東京証券取引所マザーズ市場 ― 

計 16,020 16,107   ― 



 （２）【新株予約権等の状況】 

 平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権の状況 

  

① 平成16年９月21日開催の臨時株主総会において特別決議された新株予約権（ストック・オプション）の状況 

（注）１．新株予約権の目的となる株式の数の調整について 

    新株予約権発行日以降に、当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するもの

とする。ただし、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的たる株式の数について

のみ行われ、調整の結果生じる１株未満の株式については、これを切り捨てる。 

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率 

   ２．新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価額の調整について 

    新株予約権発行日以降に当社が株式分割または株式併合を行う場合は、 次の算式により払込金額を調整するものとする。 

   （１円未満の端数は切り上げる）。 

    また、新株予約権発行日以降に当社が払込金額（25,000円）を下回る価額で新株を発行する場合（新株予約権の行使による

ものを除く）は、次の算式により払込む金額を調整するものとする。 

   （１円未満の端数は切り上げる） 

  

   ３．主な新株予約権の行使について 

    Ａ．新株予約権者が、新株予約権行使時において当社の取締役または従業員のいずれかの地位にあることを要する。 

    Ｂ．新株予約権者が死亡した場合は、新株予約権者の相続人は新株予約権を行使することができない。 

    Ｃ．その他の条件については新株予約権者と締結する「新株予約権付与契約書」による。 

  

  
事業年度末現在 

(平成18年９月30日) 

提出日の前月末現在 

(平成18年11月30日) 

新株予約権の数(個) 386 299 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数(株) 
386 

(注)１ 
299 

新株予約権の行使時の払込金額(円) 
25,000 

(注)２ 
同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成18年９月30日から 

至 平成26年９月29日まで 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 

株式の発行価格及び資本組入額(円) 

発行価格  25,000 

資本組入額 25,000 
同左 

新株予約権の行使の条件 (注)３ 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 (注)３ 同左 

代用払込みに関する事項 － － 

調整後払込金額＝ 調整前払込金額×
１ 

分割・併合の比率 

  

 調整後 

払込金額 

  

＝ 

  

 調整前 

払込金額 

  

× 

既発行株式数 ＋ 
新発行株式数×１株当たりの払込金額 

新株発行前の株価 

既発行株式数＋新発行株式数 



② 平成17年３月９日開催の臨時株主総会において特別決議された新株予約権（ストック・オプション）の状況 

（注）１．新株予約権の目的となる株式の数の調整について 

    新株予約権発行日以降に、当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するもの

とする。ただし、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的たる株式の数について

のみ行われ、調整の結果生じる１株未満の株式については、これを切り捨てる。 

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率 

   ２．新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価額の調整について 

    新株予約権発行日以降に当社が株式分割または株式併合を行う場合は、 次の算式により払込金額を調整するものとする。 

   （１円未満の端数は切り上げる）。 

    また、新株予約権発行日以降に当社が払込金額（35,000円）を下回る価額で新株を発行する場合（新株予約権の行使による

ものを除く）は、次の算式により払込む金額を調整するものとする。 

   （１円未満の端数は切り上げる） 

  

   ３．主な新株予約権の行使について 

    Ａ．新株予約権者が、新株予約権行使時において当社の取締役または従業員のいずれかの地位にあることを要する。 

    Ｂ．新株予約権者が死亡した場合は、新株予約権者の相続人は新株予約権を行使することができない。 

    Ｃ．その他の条件については新株予約権者と締結する「新株予約権付与契約書」による。 

  

  
事業年度末現在 

(平成18年９月30日) 

提出日の前月末現在 

(平成18年11月30日) 

新株予約権の数(個) 842 817 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数(株) 
842 

(注)１ 
817 

新株予約権の行使時の払込金額(円) 
35,000 

(注)２ 
同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成20年３月10日から 

至 平成27年３月９日まで 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 

株式の発行価格及び資本組入額(円) 

発行価格  35,000 

資本組入額 35,000 
同左 

新株予約権の行使の条件 (注)３ 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 (注)３ 同左 

代用払込みに関する事項 － － 

調整後払込金額＝ 調整前払込金額×
１ 

分割・併合の比率 

  

 調整後 

払込金額 

  

＝ 

  

 調整前 

払込金額 

  

× 

既発行株式数 ＋ 
新発行株式数×１株当たりの払込金額 

新株発行前の株価 

既発行株式数＋新発行株式数 



③ 平成17年12月20日開催の定時株主総会において特別決議された新株予約権（ストック・オプション）の状況 

（注）１．新株予約権の目的となる株式の数の調整について 

    新株予約権発行日以降に、当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するもの

とする。ただし、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的たる株式の数について

のみ行われ、調整の結果生じる１株未満の株式については、これを切り捨てる。 

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率 

   ２．新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価額の調整について 

    新株予約権発行日以降に当社が株式分割または株式併合を行う場合は、 次の算式により払込金額を調整するものとする。 

   （１円未満の端数は切り上げる）。 

    また、新株予約権発行日以降に当社が払込金額（100,000円）を下回る価額で新株を発行する場合（新株予約権の行使による

ものを除く）は、次の算式により払込む金額を調整するものとする。 

   （１円未満の端数は切り上げる） 

  

   ３．主な新株予約権の行使について 

    Ａ．新株予約権者が、新株予約権行使時において当社の取締役または従業員のいずれかの地位にあることを要する。 

    Ｂ．新株予約権者が死亡した場合は、新株予約権者の相続人は新株予約権を行使することができない。 

    Ｃ．その他の条件については新株予約権者と締結する「新株予約権付与契約書」による。 

  

  
事業年度末現在 

(平成18年９月30日) 

提出日の前月末現在 

(平成18年11月30日) 

新株予約権の数(個) 467 457 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数(株) 
467 

（注）１ 
457 

新株予約権の行使時の払込金額(円) 
100,000 

(注)２ 
同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成20年３月21日から 

至 平成27年３月20日まで 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 

株式の発行価格及び資本組入額(円) 

発行価格   100,000 

資本組入額  100,000 
同左 

新株予約権の行使の条件 (注)３ 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 (注)３ 同左 

代用払込みに関する事項 － － 

調整後払込金額＝ 調整前払込金額×
１ 

分割・併合の比率 

  

 調整後 

払込金額 

  

＝ 

  

 調整前 

払込金額 

  

× 

既発行株式数 ＋ 
新発行株式数×１株当たりの払込金額 

新株発行前の株価 

既発行株式数＋新発行株式数 



（３）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

（注）１．有償・第三者割当 発行価格50,000円 資本組入額50,000円 割当先 河端 伸一郎ほか７名 

   ２．株式１株を４株に分割 

   ３．有償・第三者割当 発行価格25,000円 資本組入額25,000円 割当先 河端 伸一郎ほか６名 

   ４．有償・第三者割当 発行価格35,000円 資本組入額17,500円 割当先 河端 伸一郎ほか19名 

   ５．有償一般募集（ブックビルディング方式による募集） 

     発行価格600,000円 引受価額552,000円 発行価額442,000円 資本組入額276,000円 

     払込金総額1,380,000千円 

  

（４）【所有者別状況】 

平成18年９月30日現在 

  

年月日 

発行済株式 

総数増減数 

(株) 

発行済株式 

総数残高 

(株) 

資本金増減額

  

(千円) 

資本金残高 

  

(千円) 

資本準備金 

増減額 

(千円) 

資本準備金 

残高 

(千円) 

平成15年７月19日（注）１ 800 1,800 40,000 90,000 － －

平成16年３月12日（注）２ 5,400 7,200 － 90,000 － －

平成16年９月22日（注）３ 4,320 11,520 108,000 198,000 － －

平成17年３月25日（注）４ 2,000 13,520 35,000 233,000 35,000 35,000

平成18年９月18日（注）５ 2,500 16,020 690,000 923,000 690,000 725,000

区分 

株式の状況 単元未満 

株式の状

況 

(株) 

政府及び 

地方公共 

団体 

金融機関 証券会社 
その他の

法人 

外国法人等 個人 

その他 
計 

個人以外 個人 

株主数 

(人) 
－ 6 7 28 3 － 1,033 1,077 －

所有株式数 

(株) 
－ 514 175 959 230 － 14,142 16,020 －

所有株式数 

の割合(％) 
－ 3.21 1.09 5.99 1.44 － 88.27 100.00 －



（５）【大株主の状況】 

（注） １．前事業年度末現在主要株主であった河端隼平は、当事業年度末現在では主要株主ではなくなりました。 

    ２．前事業年度末現在主要株主であった河端由里子は、当事業年度末現在では主要株主ではなくなりまし 

      た。 

    ３．日本証券金融株式会社の所有する株式は、すべて証券業務に係るものであります。 

  

（６）【議決権の状況】 

 ① 【発行済株式】 

平成18年９月30日現在 

  

氏名または名称 住所 所有株式数 

（株） 

発行済株式総数に対する 

所有株式数の割合（％） 

河端 伸一郎 東京都豊島区 7,440 46.44 

河端 準平      （注）１ 千葉県船橋市 1,300 8.11 

河端 由里子     （注）２ 千葉県船橋市 1,300 8.11 

河端 雄樹 千葉県千葉市稲毛区 720 4.49 

河端 繁 千葉県船橋市 580 3.62 

小川 三穂子 千葉県市川市 370 2.31 

日本証券金融株式会社 （注）３ 東京都中央区日本橋茅場町１丁目２－

10 355 2.22 

新光ＩＰＯ投資事業組合１号 東京都中央区日本橋１－17－10 200 1.25 

ティーツー・キャピタル株式会社 東京都千代田区二番町９－10 タワー

麹町ビル２階 200 1.25 

株式会社オプト 東京都港区赤坂３－３－３ 住友生命

赤坂ビル８階 200 1.25 

ユービーエス エージー ロンドン AESCHENVORST ADT 48 CH-4002 

BASEL SWITZERLAND 200 1.25 

計   12,865 80.31 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ― 

完全議決権株式(その他) 普通株式 16,020 16,020 ― 

単元未満株式 ― ― ― 

発行済株式総数 16,020 ― ― 

総株主の議決権 ― 16,020 ― 



  

 ② 【自己株式等】 

平成18年９月30日現在 

  

（７）【ストック・オプション制度の内容】 

(平成16年９月21日臨時株主総会決議) 

（注）１．付与対象者は退職により取締役３人、従業員16人となっております。 

   ２．株式の数は平成18年９月30日現在、付与対象者の退職により386株となっております。 

   ３．新株予約権の行使の条件及び譲渡に関する事項については、「（２）新株予約権等の状況」に記載しております。 

(平成17年３月９日臨時株主総会決議) 

（注）１．付与対象者は退職により取締役４人、監査役２人、従業員34人となっております。 

   ２．株式の数は平成18年９月30日現在、付与対象者の退職により842株となっております。 

   ３．新株予約権の行使の条件及び譲渡に関する事項については、「（２）新株予約権等の状況」に記載しております。 

所有者の氏名 

又は名称 
所有者の住所 

自己名義 

所有株式数 

(株) 

他人名義 

所有株式数 

(株) 

所有株式数 

の合計 

(株) 

発行済株式総数 

に対する所有 

株式数の割合(％) 

― ― ― ― ― ― 

計 ― ― ― ― ― 

決議年月日 平成16年９月21日 

付与対象者の区分及び人数（人） ①取締役３ ②従業員25 （注）１ 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

株式の数（株） 484 （注）２ 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 25,000 

新株予約権の行使期間 
自 平成18年９月30日から 

至 平成26年９月29日まで 

新株予約権の行使の条件 （注）３ 

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）３ 

代用払込みに関する事項 ― 

決議年月日 平成17年９月30日 

付与対象者の区分及び人数（人） 
①取締役４ ②監査役２ ③従業員46 

（注）１ 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

株式の数（株） 995 （注）２ 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 35,000 

新株予約権の行使期間 
自 平成20年３月10日から 

至 平成27年３月９日まで 

新株予約権の行使の条件 （注）３ 

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）３ 

代用払込みに関する事項 ― 



(平成17年12月20日定時株主総会決議) 

（注）１．付与対象者は退職により取締役３人、従業員65人となっております。 

  ２．株式の数は平成18年９月30日現在、付与対象者の退職により467株となっております。 

   ３．新株予約権の行使の条件及び譲渡に関する事項については、「（２）新株予約権等の状況」に記載しております。 

  

決議年月日 平成18年４月11日 

付与対象者の区分及び人数（人） 
①取締役３ ②従業員72 

（注）１ 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

株式の数（株） 492 （注）２ 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 100,000 

新株予約権の行使期間 
自 平成20年３月21日から 

至 平成27年３月20日まで 

新株予約権の行使の条件 （注）３ 

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）３ 

代用払込みに関する事項 ― 



２ 【自己株式の取得等の状況】 

 該当事項はありません。 

  

  

３ 【配当政策】 

 当社は、設立以来６期が終了いたしましたが、第５期まで利益剰余金がマイナスであり、無配が続いておりました。第６期には、

利益剰余金がプラスになり、累積損失は解消しておりますが、依然として内部留保が十分な状況とはいえません。株主に対する利益

還元は、経営上の重要な課題と認識しておりますが、当面はさらなる経営基盤の強化を図り、将来の利益に貢献する事業展開に備え

るため、利益を内部留保し再投資していきます。 

 なお、内部留保資金につきましては、今後に予想される新規事業への取組み、クライアントのニーズに応えるシステム開発体制の

強化などに有効に投資してまいりたいと考えております。 

  

  

４ 【株価の推移】 

 (1）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

（注）１．最高・最低株価は、東京証券取引所マザーズ市場におけるものであります。 
なお、平成18年９月19日付をもって同取引所に株式を上場いたしましたので、それ以前の株価については該当事項はありま
せん。 

  

(2）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

（注）１．最高・最低株価は、東京証券取引所マザーズ市場におけるものであります。 
なお、平成18年９月19日付をもって同取引所に株式を上場いたしましたので、それ以前の株価については該当事項はありま
せん。 

回次 第３期 第４期 第５期 第６期 第７期 

決算年月 平成14年９月 平成15年９月 平成16年９月 平成17年９月 平成18年９月 

最高（円） － － － － 1,260,000 

最低（円） － － － － 623,000 

月別 平成18年４月 平成18年５月 平成18年６月 平成18年７月 平成18年８月 平成18年９月 

最高（円） － － － － － 1,260,000 

最低（円） － － － － － 623,000 



５ 【役員の状況】 

役名 職名 氏  名 生年月日 略歴 

所有 

株式数

(株) 

代表 

取締役 

社長 

  河端 伸一郎 昭和45年10月16日生 

平成６年４月 大和証券株式会社入社 

7,440

平成10年９月 株式会社ベンチャーコントロ

ール入社 

平成11年11月 当社設立 

  当社代表取締役社長就任（現

任） 

取締役 

システム 

開発 

本部長 

森川  義明 昭和47年10月12日生 

平成５年４月 株式会社アンフィニ関東入社 

30

平成10年９月 株式会社ベンチャーコントロ

ール入社 

平成11年11月 当社設立 

  当社取締役就任 

平成17年９月 当社取締役管理本部長就任 

平成18年１月 当社取締役システム開発本部

長就任（現任） 

取締役 
営業 

本部長 
角田  勝美 昭和45年８月20日生 

平成５年４月 株式会社明通企画入社 

30

平成７年７月 株式会社ＣＡＴＶ横須賀入社 

平成10年９月 株式会社アルバイトタイムス

入社 

平成11年９月 株式会社タイタス相鉄入社 

平成14年５月 当社入社 

平成16年12月 当社取締役アクセストレード

事業部長就任 

平成17年９月 当社取締役営業本部長就任

（現任） 

取締役 
管理 

本部長 
田中  保則 昭和46年７月８日生 

平成６年４月 株式会社大塚商会入社 

8

平成10年３月 小椋榮和税理士事務所入所 

平成14年10月 フォーシスネットワークパブ

リッシング株式会社入社 

平成16年１月 当社入社 

平成17年12月 当社取締役就任 

平成18年１月 当社取締役管理本部長就任

（現任） 

取締役   三原  崇功 昭和44年１月13日生 

平成８年４月 弁護士登録 

―

平成８年４月 永松法律事務所入所 

平成16年４月 三原法律事務所所長就任（現

任） 

平成16年６月 京都きもの友禅株式会社監査

役就任（現任） 

平成17年３月 当社取締役就任（現任） 

常勤 

監査役 
  高山  陽 昭和20年４月１日生 

昭和41年８月 株式会社荒庄入社 

―
平成14年１月 株式会社ティーワイプロジェ

クト入社 

平成16年12月 当社監査役就任（現任） 

監査役   冨田  実 昭和35年９月28日生 

昭和63年４月 平川公認会計士事務所入所 

―

平成８年８月 税理士登録 

平成９年２月 冨田税理士事務所所長就任

（現任） 

平成17年３月 当社監査役就任（現任） 

監査役   

吉場  修一 

昭和18年７月11日生 

昭和42年３月 日本電気株式会社入社 
―平成12年６月 株式会社サイバーウィング代

表取締役社長就任 

  平成14年６月 ブロードバンドサービス企画

株式会社代表取締役社長就任 

 

平成17年６月 株式会社ティ・アール・アイ

専務取締役就任（現任） 

平成18年12月 当社監査役就任（現任） 

計 7,508



（注）１．取締役三原崇功は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。 

   ２．監査役高山陽、冨田実及び吉場修一は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

   ３．当社は、法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、会社法第329条第２項に定める補欠監 

     査役１名を選任しております。 

     補欠監査役の略歴は次のとおりであります。 

  

  

役名 職名 氏  名 生年月日 略歴 

所有 

株式数

(株) 

補欠 

監査役 

管理本部 

総務・人事

グループマ

ネージャー

廣野  敦 昭和32年11月26日生 

昭和57年４月 住友金属工業株式会社入社 

―

平成16年９月 当社入社 

平成18年６月 当社管理本部 総務・人事グ

ループマネージャー就任（現

任） 
  



６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】 

（１）コーポレート・ガバナンスに対する基本的な考え方 

 当社は、経営の適法性、公平性と効率性を満たしつつ、健全に発展するために必要な経営統治体制を整備し、施策を実施すること

であり、経営上最も重要な課題と認識しております。 

 この目的を達成するため、株主をはじめとするステークホルダーの方々に対する経営情報のタイムリー・ディスクロージャー（適

時開示）を通じて、透明性の高い経営を行っていく所存であり、以下のコーポレート・ガバナンス体制を構築しております。 

  

（２）会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況（平成18年９月30日現在） 

 ① 取締役会 

    取締役会は、創業者を含む５名の取締役により構成され、少数の取締役とすることで、機動的かつ弾力的な経営を行うよう

努めております。取締役会は、毎月開催される定時取締役会に加え、必要に応じて臨時取締役会を開催しております。取締役

会では、経営幹部会議での議論も踏まえ経営上の重要な意思決定を行うとともに、各取締役の業務執行の監督を行っておりま

す。なお、取締役のうち４名が常勤取締役、１名が社外取締役であります。また、社外取締役は弁護士であり、専門家の立場

から法務コンプライアンス上の監視も図られております。 

  

 ② 経営幹部会議 

    当社では、週１回、原則として常勤取締役及び各事業部長が出席する経営幹部会議を開催しております。経営幹部会議は、

事業計画及び業績についての検討及び重要な業務に関する意思決定を行っております。各部門の業務の執行状況が報告され、

情報共有しつつ、十分な議論を行っております。 

  

 ③ 監査役 

    当社は、監査役制度を採用しております。監査役会は２名で構成され、全員が社外監査役であり、うち１名が常勤監査役で

あります。２名の監査役は取締役会に出席し、取締役の職務の執行を監督するだけではなく、常勤監査役は経営幹部会議に出

席し、十分な情報に基づいて経営全般に関し幅広く検討を行っております。 

  

 ④ 内部監査 

    内部監査は、社長直属の機関である経営企画室に所属する内部監査担当者（１名）が行っております。内部監査担当者は、

代表取締役により直接任命され、監査の結果を代表取締役に対し直接報告しております。内部監査は、年度ごとの内部監査ス

ケジュールに沿って実施し、業務遂行に対するモニタリング、法令及び企業倫理遵守、不祥事等のリスクを未然に防止する

等、リスク管理体制の強化が図られております。 

    なお、内部監査、監査役監査及び会計監査は、相互に連携を取りながら効果的かつ効率的な監査の実施を目指すべく、情報

共有、意見交換を行っております。 

  



（会社の機関、内部統制の関係） 

  

 
  

（３）リスク管理体制の整備の状況 

 当社では、総合的なリスク管理については、必要に応じて取締役会で討議しております。諸法規等へのコンプライアンスに関して

は、外部専門家との適切なコミュニケーションにより、その確保に努めております。また、顧客の声やクレーム等を集約し、リスク

の重要度と発生可能性を把握、測定し、各部門参加したうえで十分検討し、経営に反映させております。 

  

（４）会社と社外取締役及び社外監査役の関係 

 当社の社外取締役である三原崇功は、法律事務所を開設しておりますが、当社との取引関係その他利害関係はございません。ま

た、当社の社外監査役である冨田実は、税理士事務所を開設しておりますが、当社との取引関係その他利害関係はございません。 

  

（５）役員報酬の内容 

 第７期における当社の取締役、監査役に対する報酬は以下のとおりであります。 

 取締役の年間報酬総額：29,820千円 

 監査役の年間報酬総額： 4,350千円 

  

（６）監査報酬等の内容 

 公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬：11,000千円 

 上記以外の業務に基づく報酬：該当なし 

  

（７）会計監査の状況 

 ① 当社の会計監査業務を執行した公認会計士の氏名、所属する監査法人名 

   （注）継続監査年数については、全員７年以内であるため、記載を省略しております。 

  

 ② 監査業務に係る補助者の構成 

    公認会計士 ３名  会計士補 ４名  その他 １名 

  

業務を執行した公認会計士の氏名 所属する監査法人名 

業務執行社員 大橋一生 みすず監査法人 

業務執行社員 善方正義 みすず監査法人 



第５ 【経理の状況】 
  

１ 財務諸表の作成方法について 

当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。以下「財務諸表等規則」と

いう。)に基づいて作成しております。 

 ただし、前事業年度（平成16年10月１日から平成17年９月30日まで）については「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する

規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日 内閣府令第５号）附則第２項のただし書きにより、改正前の財務諸表等規

則を適用しております。 

  

２ 監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前事業年度(平成16年10月１日から平成17年９月30日まで)の財務諸表について

は、中央青山監査法人の監査を受け、当事業年度(平成17年10月１日から平成18年９月30日)の財務諸表については、みすず監査法人

の監査を受けております。 

 なお、前事業年度に係る監査報告書は、平成18年８月15日提出の有価証券届出書に添付されたものによっております。 

 なお、中央青山監査法人は、平成18年９月１日付をもって、名称をみすず監査法人に変更しております。 

  

３ 連結財務諸表について 

 当社は子会社がありませんので、連結財務諸表は作成しておりません。 

  



【財務諸表等】 

（１）【財務諸表】 

 ① 【貸借対照表】 

  

    
前事業年度 

 (平成17年９月30日) 
当事業年度 

(平成18年９月30日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 
構成比 
(％) 

金額(千円) 
構成比 
(％) 

(資産の部)          

Ⅰ 流動資産          

 １ 現金及び預金    234,861    1,777,136  

 ２ 売掛金    269,074    499,512  

 ３ 有価証券    ―    499,402  

 ４ 前払費用    3,937    10,881  

 ５ 繰延税金資産    13,780    37,848  

   貸倒引当金    △7,488    △8,991  

  流動資産合計    514,165 85.6   2,815,790 93.1

Ⅱ 固定資産          

 １ 有形固定資産          

  （１）建物   2,169   57   

    減価償却累計額   350 1,819  - 57  

  （２）器具備品   61,967   118,278   

    減価償却累計額   24,214 37,752  45,742 72,536  

   有形固定資産合計    39,572 6.6   72,594 2.4

 ２ 無形固定資産          

  （１）ソフトウェア    21,384    50,993  

  （２）ソフトウェア仮勘定    9,118    12,032  

  （３）電話加入権    46    46  

   無形固定資産合計    30,548 5.1   63,071 2.1

 ３ 投資その他の資産          

  （１）投資有価証券    ―    7,500  

  （２）保証金    16,617    64,570  

   投資その他の資産合計    16,617 2.7   72,070 2.4

  固定資産合計    86,738 14.4   207,736 6.9

  資産合計    600,904 100.0   3,023,527 100.0

           



  

  

    
前事業年度 

(平成17年９月30日) 
当事業年度 

(平成18年９月30日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 
構成比 
(％) 

金額(千円) 
構成比 
(％) 

(負債の部)          

Ⅰ 流動負債          

 １ 買掛金    245,510    486,503  

 ２ 未払金    9,325    523,713  

 ３ 未払費用    1,834    16,872  

 ４ 未払法人税等    19,715    109,715  

 ５ 未払消費税等    13,183    18,612  

 ６ 預り金    1,411    8,117  

 ７ 賞与引当金    16,687    50,127  

 ８ ポイント引当金    2,635    1,950  

  流動負債合計    310,303 51.6   1,215,613 40.2

Ⅱ 固定負債          

 １ 預り保証金    10,340    12,910  

  固定負債合計    10,340 1.7   12,910 0.4

  負債合計    320,643 53.4   1,228,523 40.6

(資本の部)          

Ⅰ 資本金 ※１  233,000 38.8   ― ―

Ⅱ 資本剰余金          

 １ 資本準備金   35,000   ―   

  資本剰余金合計    35,000 5.8   ― ―

Ⅲ 利益剰余金          

 １ 当期未処分利益 
    

  12,261   ―   

  利益剰余金合計    12,261 2.0   ― ―

  資本合計    280,261 46.6   ― ―

  負債及び資本合計    600,904 100.0   ― ―

           

（純資産の部）          

Ⅰ 株主資本          

 1 資本金 ※１  ― ―   923,000 30.5

 2 資本剰余金          

資本準備金   ―   725,000   

資本剰余金合計    ― ―   725,000 24.0

 3 利益剰余金          

その他の利益剰余金          

繰越利益剰余金   ―   147,003   

利益剰余金合計    ― ―   147,003 4.9

株主資本合計    ― ―   1,795,003 59.4

純資産合計    ― ―   1,795,003 59.4

負債純資産合計    ― ―   3,023,527 100.0

           



 ② 【損益計算書】 

  

  

 

    
前事業年度 

   （自 平成16年10月１日 
    至 平成17年９月30日） 

当事業年度 
   （自 平成17年10月１日 
    至 平成18年９月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 
百分比 
(％) 

金額(千円) 
百分比 
(％) 

Ⅰ 売上高    1,461,346 100.0   3,131,552 100.0

Ⅱ 売上原価    1,103,721 75.5   2,397,771 76.6

   売上総利益    357,625 24.5   733,781 23.4

Ⅲ 販売費及び一般管理費          

 １ 役員報酬   18,520   34,170   

 ２ 給料手当   99,951   185,323   

 ３ 法定福利費   16,801   30,462   

 ４ 賃借料   17,016   33,890   

 ５ 減価償却費   4,047   6,302   

 ６ 貸倒引当金繰入額   6,834   6,707   

 ７ 賞与引当金繰入額   11,223   31,641   

 ８ 業務委託費   15,977   17,928   

 ９ 広告宣伝費   33,573   51,573   

 10 その他   39,399 263,345 18.0 88,910 486,909 15.5

   営業利益    94,279 6.5   246,871 7.9

Ⅳ 営業外収益          

 １ 受取利息   2   32   

 ２ その他   103 106 0.0 392 424 0.0

Ⅴ 営業外費用          

 １ 新株発行費   415   ―  ―

 ２ 株式交付費   ―   6,476   

 ３ 上場準備費用   ― 415  14,601 21,078 0.7

   経常利益    93,970 6.4   226,218 7.2

Ⅵ 特別損失          

 １ 固定資産除却損 ※１ ― ― ― 2,249 2,249 0.1

   税引前当期純利益    93,970 6.4   223,968 7.2

   法人税、住民税 
   及び事業税 

  17,836   113,294   

   法人税等調整額   △13,780 4,056 0.3 △24,068 89,226 2.8

   当期純利益    89,914 6.2   134,741 4.3

   前期繰越損失    △77,653    ―  

   当期未処分利益    12,261    ―  

           



   売上原価明細書 

  

  

    
前事業年度 

   （自 平成16年10月１日 
    至 平成17年９月30日） 

当事業年度 
   （自 平成17年10月１日 
    至 平成18年９月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 
構成比 
(％) 

金額(千円) 
構成比 
(％) 

Ⅰ 支払成果報酬   1,000,703 90.7 2,204,053 91.9

Ⅱ 労務費 ※１ 59,979 5.4 124,841 5.2

Ⅲ 経費 ※２ 43,038 3.9 68,876 2.9

  売上原価合計   1,103,721 100.0 2,397,771 100.0

前事業年度 

       （自 平成16年10月１日 

        至 平成17年９月30日） 

当事業年度 

       （自 平成17年10月１日 

        至 平成18年９月30日） 

※１．主な労務費の内容は、次のとおりであります。 

  

 ※２．主な経費の内容は、次のとおりであります。 

賞与引当金繰入額 5,464千円

減価償却費 16,467千円

システム管理費 21,302千円

ポイント引当金繰入額 2,635千円

 ※１．主な労務費の内容は、次のとおりであります。 

  

 ※２．主な経費の内容は、次のとおりであります。 

賞与引当金繰入額 16,560千円

減価償却費 25,986千円

システム管理費 36,559千円

ポイント引当金繰入額 1,950千円

広告配信料 2,275千円



 ③ 【株主資本等変動計算書】 

当事業年度（自 平成17年10月１日 至 平成18年９月30日） 

  

  

  

株主資本 

資本金 
資本剰余金 

資本準備金 資本剰余金合計 

平成17年９月30日残高(千円) 233,000 35,000 35,000 

事業年度中の変動額       

 新株の発行 690,000 690,000 690,000 

 当期純利益       

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額)       

事業年度中の変動額合計(千円) 690,000 690,000 690,000 

平成18年９月30日残高(千円) 923,000 725,000 725,000 

  

株主資本 

純資産合計 
利益剰余金 

株主資本合計 その他利益剰余金 
利益剰余金合計 

繰越利益剰余金 

平成17年９月30日残高(千円) 12,261 12,261 280,261 280,261 

事業年度中の変動額         

 新株の発行     1,380,000 1,380,000 

 当期純利益 134,741 134,741 134,741 134,741 

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額)         

事業年度中の変動額合計(千円) 134,741 134,741 1,514,741 1,514,741 

平成18年９月30日残高(千円) 147,003 147,003 1,795,003 1,795,003 



 ④ 【キャッシュ・フロー計算書】 

  

    
前事業年度 

 （自 平成16年10月１日 
  至 平成17年９月30日) 

当事業年度 
 （自 平成17年10月１日 
  至 平成18年９月30日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 金額(千円) 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー    

   税引前当期純利益  93,970 223,968

   減価償却費  20,515 32,288

   貸倒引当金の増加額  6,038 1,503

   賞与引当金の増加額  9,917 33,440

   ポイント引当金の増加額（△減少額）  2,635 △684

   受取利息及び受取配当金  △2 △32

   株式交付費  ― 6,476

   固定資産除却損  ― 2,249

   売上債権の増加額  △157,502 △230,438

   仕入債務の増加額  137,984 240,992

   未払消費税等の増加額  9,046 5,429

   その他  6,551 35,814

   小計  129,153 351,008

   利息及び配当金の受取額  2 32

   法人税等の支払額  △290 △26,754

  営業活動によるキャッシュ・フロー  128,866 324,286

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー    

   有形固定資産の取得による支出  △33,813 △56,311

   無形固定資産の取得による支出  △10,355 △43,770

   投資有価証券の取得による支出  ― △7,500

   保証金の差入による支出  ― △47,953

  投資活動によるキャッシュ・フロー  △44,168 △155,535

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー    

   株式の発行による収入  70,000 1,373,523

  財務活動によるキャッシュ・フロー  70,000 1,373,523

Ⅳ 現金及び現金同等物の増加額  154,697 1,542,274

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高  80,164 234,861

Ⅵ 現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 234,861 1,777,136
  



 ⑤ 【利益処分計算書】 

（注）日付は株主総会承認年月日であります。 

  

    
前事業年度 

（平成17年12月20日） 

区分 
注記 

番号 
金額(千円) 

Ⅰ 当期未処分利益    12,261

Ⅱ 次期繰越利益    12,261

      



重要な会計方針 

  

項目 

前事業年度 

   （自 平成16年10月１日 

    至 平成17年９月30日） 

当事業年度 

   （自 平成17年10月１日 

    至 平成18年９月30日） 

１ 有価証券の評価基準及び評 
  価方法 

  

― 

その他有価証券 

 時価のないもの 

  移動平均法による原価法 

２ 固定資産の減価償却の方法 （１）有形固定資産 
 定率法を採用しております。 
 なお、主な耐用年数は以下のとおりで
あります。 
  建物  ・・・・・   15年 
  器具備品・・・・・ ４～６年 

（１）有形固定資産 

同左 

  （２）無形固定資産 
 自社利用のソフトウェアについては、
社内における利用可能期間（５年）に基
づく定額法によっております。 
  

（２）無形固定資産 

同左 

３ 繰延資産の処理方法 （１）新株発行費 
 支出時に全額費用として処理しており
ます。 

（１） 

― 

  

  （２） 
― 

（２）株式交付費 

 支出時に全額費用として処理しており

ます。 

４ 引当金の計上基準 （１）貸倒引当金 
 債権の貸倒による損失に備えるため、
一般債権については貸倒実績率により、
貸倒懸念債権等の特定の債権については
個別に回収可能性を勘案し、回収不能見
込額を計上しております。 

（１）貸倒引当金 

同左 

  

  （２）賞与引当金 
 従業員の賞与の支給に備えるため、支
給見込額のうち、当期負担額を計上して
おります。 

（２）賞与引当金 

同左 

  

  （３）ポイント引当金 

 顧客に付与したポイントの利用に備え
るため、当期末において将来利用される
と見込まれる額を計上しております。 

（３）ポイント引当金 

同左 

５ キャッシュ・フロー計算書 
  における資金の範囲 

 キャッシュ・フロー計算書における資
金（現金及び現金同等物）は、手許現
金、随時引き出し可能な預金及び容易に
換金可能であり、かつ、価値の変動につ
いて僅少なリスクしか負わない取得日か
ら３ヶ月以内に償還期限の到来する短期
投資からなっております。 

同左 

６ その他財務諸表作成のため 
  の基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 
 消費税等の会計処理は、税抜方式によ
っております。 

同左 



会計処理方法の変更 

  

追加情報 

  

  

前事業年度 

       （自 平成16年10月１日 

        至 平成17年９月30日） 

当事業年度 

       （自 平成17年10月１日 

        至 平成18年９月30日） 

  

― 

(固定資産の減損に係る会計基準) 

 当事業年度より「固定資産の減損に係る会計基準」

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び「固

定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基

準適用指針第６号 平成15年10月31日）を適用しており

ます。これによる損益に与える影響はありません。 

  

(貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準) 

 当事業年度より「貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年12月９

日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計

基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号 平

成17年12月９日）を適用しております。 

 これまでの資本の部の合計に相当する金額は

1,795,003千円であります。 

 なお、当事業年度における貸借対照表の純資産の部に

ついては、財務諸表等規則の改正に伴い、改正後の財務

諸表等規則により作成しております。 

  

（繰延資産の処理方法） 

 当事業年度より、「繰延資産の会計処理に関する当面

の取扱い」（企業会計基準委員会 平成18年８月11日

実務対応報告第19号）を適用しており、前事業年度にお

ける「新株発行費」は、当事業年度より「株式交付費」

として表示する方法に変更しております。なお、この変

更に伴う損益に与える影響はありません。 

前事業年度 

       （自 平成16年10月１日 

        至 平成17年９月30日） 

当事業年度 

       （自 平成17年10月１日 

        至 平成18年９月30日） 

「地方税法等の一部を改正する法律」（平成15年法律第

９号）が平成15年３月31日に公布され、平成16年４月１

日以後に開始する事業年度より外形標準課税制度が導入

されたことに伴い、当事業年度から「法人事業税におけ

る外形標準課税部分の損益計算書上の表示についての実

務上の取扱い」（平成16年２月13日企業会計基準委員会

実務対応報告第12号）に伴い法人事業税の付加価値割及

び資本割については、販売費及び一般管理費に計上して

おります。 

 その結果、販売費及び一般管理費が1,879千円増加し、
営業利益、経常利益及び税引前当期純利益が1,879千円減
少しております。 

  

― 



注記事項 

(貸借対照表関係) 

  

(損益計算書関係) 

  

（株主資本等変動計算書関係） 

当事業年度（自 平成17年10月１日 至 平成18年９月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項 

（注）普通株式の株式数の増加2,500株は新株の発行による増加であります。 

  

２．自己株式の種類及び総数に関する事項 

 該当事項はありません。 

  

３．新株予約権等に関する事項 

 該当事項はありません。 

  

４．配当に関する事項 

 該当事項はありません。 

前事業年度 

（平成17年９月30日） 

当事業年度 

（平成18年９月30日） 

※１ 会社が発行する株式  普通株式   50,000株 

   発行済株式総数    普通株式   13,520株 

※１          ― 

前事業年度 

       （自 平成16年10月１日 

        至 平成17年９月30日） 

当事業年度 

       （自 平成17年10月１日 

        至 平成18年９月30日） 

※１          ― ※１ 固定資産除却損の内容は次のとおりであります。 

    

建物 1,489千円 

ソフトウェア 760千円 

合計 2,249千円 

    

  前事業年度末
株式数（株） 

当期増加
株式数（株） 

当期減少
株式数（株） 

当事業年度末 
株式数（株） 

発行済株式         

 普通株式 13,520 2,500 ― 16,020 

合計 13,520 2,500 ― 16,020 



(キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

(リース取引関係) 

前事業年度（ 自 平成16年10月１日 至平成17年９月30日） 

 当社はリース取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。 

  

当事業年度（ 自 平成17年10月１日 至平成18年９月30日） 

 当社はリース取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。 

  

（有価証券関係） 

前事業年度(自 平成16年10月１日 至 平成17年９月30日) 

  当社は有価証券を全く所有しておりませんので、該当事項はありません。 

  

当事業年度(自 平成17年10月１日 至 平成18年９月30日) 

１ 時価評価されていない主な有価証券の内容 

  

  

２ その他有価証券のうち、満期があるもの及び満期保有目的の債権の今後の償還予定額 

  

(デリバティブ取引関係) 

前事業年度（自 平成16年10月１日 至 平成17年９月30日） 

 当社はデリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。 

  

当事業年度（自 平成17年10月１日 至 平成18年９月30日） 

 当社はデリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。 

  

前事業年度 

       （自 平成16年10月１日 

        至 平成17年９月30日） 

当事業年度 

       （自 平成17年10月１日 

        至 平成18年９月30日） 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲 

   記されている科目の金額との関係 

（平成17年９月30日現在）

現金及び預金勘定 234,861千円

現金及び現金同等物 234,861千円

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲 

   記されている科目の金額との関係 

（平成18年９月30日現在）

現金及び預金勘定 1,777,136千円

現金及び現金同等物 1,777,136千円

  
貸借対照表計上額 

(千円) 

（１）その他有価証券 

   コマーシャルペーパー 

   非上場株式 

  

499,402 

7,500 

区分 １年以内 

（千円） 

１年超５年以内 

（千円） 

５年長10年以内 

（千円） 

10年超 

（千円） 

債 券         

 国 債 ― ― ― ― 

 社 債 ― ― ― ― 

 その他 499,402 ― ― ― 

合 計 499,402 ― ― ― 



(ストック・オプション等関係) 

 当事業年度（自平成17年10月１日 至平成18年９月30日） 

１．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況 

 （１）ストック・オプションの内容 

（注）１．株式数に換算して記載しております。 

   ２．権利行使時において当社の取締役及び従業員または監査役の地位にあること。 

  

 （２）ストック・オプションの規模及びその変動状況 

  ①ストック・オプションの数 

  

  ②単価情報 

  

  平成16年９月 

ストック・オプション 

平成17年３月 

ストック・オプション 

平成17年12月 

ストック・オプション 

付与対象者の区分及び人数 当社取締役   ３名 

当社従業員   25名 

当社取締役   ４名 

当社監査役   ２名 

当社従業員   46名 

当社取締役   ３名 

当社従業員   72名 

ストック・オプションの数

（注）１ 

普通株式  484株 普通株式  995株 普通株式  492株 

付与日 平成16年９月30日 平成17年９月30日 平成18年４月20日 

権利確定条件 （注）２ （注）２ （注）２ 

対象勤務期間 
自 平成16年９月30日 

至 平成18年９月29日 

自 平成17年９月30日 

至 平成20年３月９日 

自 平成18年４月20日 

至 平成20年４月19日 

権利行使期間 
自 平成18年９月30日 

至 平成26年９月29日 

自 平成20年３月10日 

至 平成27年３月９日 

自 平成20年３月21日 

至 平成27年３月20日 

  平成16年９月 平成17年３月 平成17年12月 

権利確定前  （株）       

 前事業年度末 386 900 － 

 付与 － － 492 

 失効 － 58 25 

 権利確定 386 － － 

 未確定残 － 842 467 

権利確定後  （株）       

 前事業年度末 － － － 

 権利確定 386 － － 

 権利行使 － － － 

 失効 － － － 

 未行使残 386 － － 

  平成16年９月 

ストック・オプション 

平成17年３月 

ストック・オプション 

平成17年12月 

ストック・オプション 

権利行使価格（円） 25,000 35,000 100,000 

行使時平均株価（円） － － － 

付与日における公正な評価

単価（円） － － － 



(税効果会計関係) 

  

(持分法損益等) 

前事業年度（自 平成16年10月１日 至 平成17年９月30日） 

 当社は関連会社を有していないため、該当事項はありません。 

  

当事業年度（自 平成17年10月１日 至 平成18年９月30日） 

 当社は関連会社を有していないため、該当事項はありません。 

  

前事業年度 

（平成17年９月30日） 

当事業年度 

（平成18年９月30日） 

１．繰延税金資産の主な発生原因内訳 

繰延税金資産               （千円） 

  

  

２．法定実効税率と税効果会計適用後法人税等の負担率 

  との差異の原因となった主な項目の内訳 

（％）

貸倒引当金損金算入限度超過額 2,685

賞与引当金繰入否認 6,789

ポイント引当金繰入否認 1,072

未払事業税否認 2,162

その他 1,068

繰延税金資産合計 13,780

法定実効税率 40.7

（調整）  

住民税均等割 0.6

評価性引当額の戻入 △33.0

税額控除 △3.2

その他 △0.8

税効果会計適用後の法人税等の負担率 4.3

１．繰延税金資産の主な発生原因内訳 

繰延税金資産               （千円） 

  

  

２．法定実効税率と税効果会計適用後法人税等の負担率 

  との差異の原因となった主な項目の内訳 

  

 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率と

の間の差異が法定実効税率の100分の5以下であるため注記

を省略しております。 

貸倒引当金損金算入限度超過額 2,398

賞与引当金繰入否認 20,397

ポイント引当金繰入否認 793

未払事業税否認 9,501

その他 4,757

繰延税金資産合計 37,848



【関連当事者との取引】 

前事業年度(自 平成16年10月１日 至 平成17年９月30日) 

 該当事項はありません。 

  

当事業年度(自 平成17年10月１日 至 平成18年９月30日) 

 該当事項はありません。 

  

（１株当たり情報） 

  

（注） １株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

前事業年度 

       （自 平成16年10月１日 

        至 平成17年９月30日） 

当事業年度 

       （自 平成17年10月１日 

        至 平成18年９月30日） 

１株当たり純資産額 20,729円42銭

１株当たり当期純利益金額 7,158円25銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 ― 

１株当たり純資産額 112,047円68銭

１株当たり当期純利益金額 9,905円90銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 9,009円46銭

 なお潜在株式調整後の１株当たり当期純利益金額については、

新株予約権を発行しており、新株予約権の残高がありますが、当

社株式は非上場であり期中平均株価の把握ができないため記載し

ておりません。 

  

項目 

前事業年度 

（自 平成16年10月１日 

 至 平成17年９月30日） 

当事業年度 

（自 平成17年10月１日 

 至 平成18年９月30日） 

１株当たり当期純利益金額     

 損益計算書上の当期純利益(千円) 89,914 134,741

 普通株式に係る当期純利益(千円) 89,914 134,741

 普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

 普通株式の期中平均株式数(株) 12,561 13,602

    

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額   

 当期純利益調整額（千円） ― ―

 潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定に用いら 

 れた普通株式増加数の主要な内訳（株） 
  

  新株予約権 ― 1,353

 普通株式増加数（株） ― 1,353

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり 

当期純利益の算定に含まれなかった潜在株式の概要 

 新株予約権の概要は「第

４提出会社の状況１株式等

の状況（２）新株予約権等

の状況」に記載のとおりで

あります。 

― 



(重要な後発事象) 

  

前事業年度 

       （自 平成16年10月１日 

        至 平成17年９月30日） 

当事業年度 

       （自 平成17年10月１日 

        至 平成18年９月30日） 

１．新株予約権の発行 

 平成17年12月20日開催の定時株主総会で、旧商法第280

条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき、当社取締役等に

対する新株予約権の発行を決議しております。その概要

は次のとおりであります。 

（１）新株予約権の内容 

①新株予約権の数   500個 

②目的となる株式の種類、数 

当社普通株式500株（新株予約権１個につき普通株式１

株） 

 なお、新株予約権発行日以降に、当社が株式分割また

は株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式

の数を調整するものとする。ただし、かかる調整は、新

株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約

権の目的たる株式の数についてのみ行われ、調整の結果

生じる１株未満の株式については、これを切り捨てる。 

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率 

③新株予約権の発行価額 無償 

④新株予約権の行使に際して払込む金額 

 100,000円 

⑤新株予約権の行使期間 

 平成20年３月21日から平成27年３月20日まで 

⑥新株予約権の行使の条件  

・権利行使時において当社の取締役及び従業員または監

査役の地位にあることを要する。 

・新株予約権者が死亡した場合、新株予約権者の相続人

による本新株予約権の相続は認めない。 

・その他の条件については新株予約権者と締結する「新

株予約権付与契約書」による。 

⑦新株予約権の消却事由及び新株予約権者の受けるべき

金銭その他消却の条件 

 次に掲げる事項に該当することとなったときに、当社

は本新株予約権を無償で消却することができる。 

・新株予約権の付与を受けた者が、当社の取締役及び従

業員または監査役のいずれかの地位を喪失した日 

・新株予約権付与者が死亡したとき 

⑧譲渡制限 新株予約権を譲渡するには取締役会の承認

を要する。 

  

― 



 ⑤ 【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

  【株式】 

  

  【債券】 

  

【有形固定資産等明細表】 

（注） 当期増加額のうち主なものは次のとおりであります。 

  

【社債明細表】 

 該当事項はありません。 

  

【借入金等明細表】 

 該当事項はありません。 

  

銘柄 
株式数 

（株） 

貸借対照表計上額 

（千円） 

投資 

有価証券 

その他 

有価証券 

株式会社フルスピード 30 7,500 

小計 30 7,500 

計 30 7,500 

銘柄 券面総額（千円） 
貸借対照表計上額（千

円） 

有価証券 
その他 

有価証券 

新光証券コマーシャルペーパー 500,000 499,402 

小計 500,000 499,402 

計 500,000 499,402 

資産の種類 
前期末残高

(千円) 

当期増加額 

(千円) 

当期減少額

(千円) 

当期末残高

(千円) 

当期末減価 

償却累計額 

又は償却 

累計額(千円)

当期償却額 

(千円) 

差引当期末 

残高 

(千円) 

有形固定資産          

 建物 2,169 ― 2,111 57 ― 272 57

 器具備品 61,967 56,311 ― 118,278 45,742 21,527 72,536

有形固定資産計 64,137 56,311 2,111 118,336 45,742 21,800 72,594

無形固定資産          

 ソフトウェア 37,441 40,856 1,200 77,098 26,105 10,488 50,993

 ソフトウェア仮勘定 9,118 31,499 28,585 12,032 ― ― 12,032

 電話加入権 46 ― ― 46 ― ― 46

無形固定資産計 46,605 72,356 28,785 89,176 26,105 10,488 63,071

器具備品 パソコン及びサーバー関連 56,057千円

ソフトウェア 自社開発ソフトウェア 28,585千円



【引当金明細表】 

（注） 貸倒引当金の「当期減少額（その他）」は、一般債権の貸倒実績率による洗替額であります。 

  

区分 
前期末残高 

(千円) 

当期増加額 

(千円) 

当期減少額 

(目的使用) 

(千円) 

当期減少額 

(その他) 

(千円) 

当期末残高 

(千円) 

貸倒引当金 7,488 8,991 5,204 2,283 8,991

賞与引当金 16,687 50,127 16,687 ― 50,127

ポイント引当金 2,635 1,950 2,635 ― 1,950



（２）【主な資産及び負債の内容】 

 ① 流動資産 

  ａ 現金及び預金 

  

区分 金額(千円) 

現金 177

預金  

 普通預金 1,776,959

合計 1,777,136



  ｂ 売掛金 

   イ 相手先別内訳 

  

   ロ 売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

（注） 消費税等の会計処理は税抜方式を採用していますが、上記金額には消費税等が含まれております。 

  

 ② 流動負債 

  ａ 買掛金 

  

  b 未払金 

  

（３）【その他】 

 該当事項はありません。 

  

相手先 金額(千円) 

株式会社オプト 57,072

アドデジタル株式会社 33,844

株式会社イマージュネット 22,718

株式会社ドルーグ 20,116

株式会社セプテーニ・クロスゲート 18,236

その他 347,524

合計 499,512

前期繰越高 
(千円) 
  
(Ａ) 

当期発生高 
(千円) 
  
(Ｂ) 

当期回収高 
(千円) 
  
(Ｃ) 

次期繰越高 
(千円) 
  
(Ｄ) 

回収率(％) 
  

(Ｃ) 
×100 

(Ａ)＋(Ｂ)

滞留期間(日) 
(Ａ)＋(Ｄ)
２ 
(Ｂ) 
365 

269,074 3,288,124 3,057,685 499,512 86.0 42.7

相手先 金額(千円) 

株式会社フルスピード 21,720

Ａｊａｘ株式会社 11,479

株式会社ピコラボ 10,771

有限会社秘密屋 8,498

株式会社トランスメディアＧＰ 7,713

その他 426,319

合計 486,503

項目 金額(千円) 

コマーシャルペーパー 499,402

その他 24,311

合計 523,713



第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

  

  

決算期 ９月30日 

定時株主総会 毎年12月 

基準日 ９月30日 

株券の種類 １株券、10株券、100株券 

中間配当基準日 ３月31日 

１単元の株式数  ― 株 

株式の名義書換え   

  取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番４号 

  住友信託銀行株式会社 証券代行部 

  株主名簿管理人 
大阪府大阪市中央区北浜四丁目５番33号 

  住友信託銀行株式会社 

  取次所 住友信託銀行株式会社 全国本支店 

  名義書換手数料 無料 

  新券交付手数料 無料 

単元未満株式の買取り   

  取扱場所 ― 

  株主名簿管理人 ― 

  取次所 ― 

  買取手数料 ― 

公告掲載方法 

 電子公告の方法により行います。 

ただし、やむを得ない事由により電子公告をすることができない場合は、日本経済新聞

に掲載いたします。 

株主に対する特典 該当事項はありません。 



第７ 【提出会社の参考情報】 
  

  

１ 【提出会社の親会社等の情報】 

 当社には親会社等はありません。 

  

  

２ 【その他の参考情報】 

 当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

（1）有価証券届出書（有償一般募集増資）及びその添付書類 

 平成18年８月15日関東財務局長に提出 

（2）有価証券届出書の訂正届出書 

 平成18年８月29日及び平成18年９月７日関東財務局長に提出 

（3）臨時報告書 

 平成18年９月20日関東財務局長に提出 

 企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号（主要株主の異動）に基づく臨時報告書であります。 

  

  

第二部【提出会社の保証会社等の情報】 
  
 該当事項はありません。 



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成18年８月15日

株 式 会 社 イ ン タ ー ス ペ ー ス 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社インタース

ペースの平成16年10月１日から平成17年９月30日までの第６期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、キャッシ

ュ・フロー計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の

責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財

務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採

用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを

含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社インタース

ペースの平成17年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべて

の重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

重要な後発事象に記載されているとおり、会社は、平成17年12月20日開催の定時株主総会で当社取締役等に対する新株予約権の発

行を決議している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券届出書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 大 橋 一 生 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 石久保 善 之 

      



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成18年12月22日

株 式 会 社 インタースペース 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社インタース

ペースの平成17年10月１日から平成18年９月30日までの第７期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本

等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査

法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財

務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採

用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを

含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社インタース

ペースの平成18年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべて

の重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

み す ず 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 大 橋 一 生 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 善 方 正 義 

      


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２沿革
	３事業の内容
	４関係会社の状況
	５従業員の状況

	第２事業の状況
	１業績等の概要
	２生産、受注及び販売の状況
	３対処すべき課題
	４事業等のリスク
	５経営上の重要な契約等
	６研究開発活動
	７財政状態及び経営成績の分析

	第３設備の状況
	１設備投資等の概要
	２主要な設備の状況
	３設備の新設、除却等の計画

	第４提出会社の状況
	１株式等の状況
	（１）株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	（２）新株予約権等の状況
	（３）発行済株式総数、資本金等の推移
	（４）所有者別状況
	（５）大株主の状況
	（６）議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等

	（７）ストック・オプション制度の内容

	２自己株式の取得等の状況
	３配当政策
	４株価の推移
	(1）最近５年間の事業年度別最高・最低株価
	(2）最近６月間の月別最高・最低株価

	５役員の状況
	６コーポレート・ガバナンスの状況

	第５経理の状況
	財務諸表等
	（１）財務諸表
	①貸借対照表
	②損益計算書
	③株主資本等変動計算書
	④キャッシュ・フロー計算書
	⑤利益処分計算書
	関連当事者との取引
	⑤附属明細表
	有価証券明細表
	株式
	債券
	有形固定資産等明細表
	社債明細表
	借入金等明細表
	引当金明細表

	（２）主な資産及び負債の内容
	（３）その他

	第６提出会社の株式事務の概要
	第７提出会社の参考情報
	１提出会社の親会社等の情報
	２その他の参考情報


	第二部提出会社の保証会社等の情報

	監査報告書

	pageform1: 1/56
	pageform2: 2/56
	form1: EDINET提出書類  2006/12/25 提出
	form2: 株式会社インタースペース(941917)
	form3: 有価証券報告書
	pageform3: 3/56
	pageform4: 4/56
	pageform5: 5/56
	pageform6: 6/56
	pageform7: 7/56
	pageform8: 8/56
	pageform9: 9/56
	pageform10: 10/56
	pageform11: 11/56
	pageform12: 12/56
	pageform13: 13/56
	pageform14: 14/56
	pageform15: 15/56
	pageform16: 16/56
	pageform17: 17/56
	pageform18: 18/56
	pageform19: 19/56
	pageform20: 20/56
	pageform21: 21/56
	pageform22: 22/56
	pageform23: 23/56
	pageform24: 24/56
	pageform25: 25/56
	pageform26: 26/56
	pageform27: 27/56
	pageform28: 28/56
	pageform29: 29/56
	pageform30: 30/56
	pageform31: 31/56
	pageform32: 32/56
	pageform33: 33/56
	pageform34: 34/56
	pageform35: 35/56
	pageform36: 36/56
	pageform37: 37/56
	pageform38: 38/56
	pageform39: 39/56
	pageform40: 40/56
	pageform41: 41/56
	pageform42: 42/56
	pageform43: 43/56
	pageform44: 44/56
	pageform45: 45/56
	pageform46: 46/56
	pageform47: 47/56
	pageform48: 48/56
	pageform49: 49/56
	pageform50: 50/56
	pageform51: 51/56
	pageform52: 52/56
	pageform53: 53/56
	pageform54: 54/56
	pageform55: 55/56
	pageform56: 56/56


